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序 文

この報告書は､株式会社 三繭コンサルタンツが社団法人 海外農業開発コンサルタ

ンツ協会(ADCA)の補助金を得て､平成11年4月10日から4月28E]の19日間に亘っ
て実施したネパール王国コシ西部地域濯概施設改修･維持管理強化計画､テライ地域農

業用地下水開発機材整備計画および極西部中山間地域貧困緩和･食糧増産計画に関わる

プロジェクトファインデイング調査の結果をまとめたものであります0

ネパールの国土面積は日本の面積の約4割に当たる14.7万km2であり､ 1995年の世界
銀行の推定によると2,146万人の人口を有し､最近の人[j増加率は2.1%となっていますo

国民一人当たりのGNPは200米ドル(1995年:世銀報告1997)でアジア諸国の中でも

最低レベルにあり1991/92年以降は穀物の自給が出来ず､隣国インドからの輸入に頼って

いる状況です｡

ネパール王国政府は､現在､第9次国家経済開発5ケ年計画(19967/98-2002/03)杏
実施中であり､その基本目標を､ ①農業振興､ ②水利･電力開発､ ③人的資源･社会
開発､ ④工業化および観光の振興､ ⑤インフラ整備としています｡特に､ ①の農業振
興に関しては1995年に農業長期開発計画(A戸P)を策定しており､今後20ケ年を目標と

した農業セクターの開発を最重要視しています｡このような状況の中で､水資源を有効

に利用するとともに濯概施設の改修･拡張を行い､農業生産の向上を図ることがネパー

ル国の最大のテーマとなっています.

同国の農業政策に基づき､農業生産の拡大､農業開発の推進､地方農民の生活水準向

上のために水資源の開発､濯概施設の改修･新設等を担っているのが水資源省であり､

同省は､日本政府の技術･経済協力を得て水資源開発ならびに潅概事業を実施したい意

向を持っており､本案件はこの一環としてネパール国でも高い優先順位が与えられてい

ます｡

本プロジェクトファインデイング調査報告書がネパール国の農業開発事業促進の一

助となり､貧困に構いでいる地方住民の生活水準向上に少しでも役立つことを願うとと

もに､現地調査においてご協力頂いたネパール政府担当者各位､日本大使館､
JICA現地

事務所の方々に謝意を表する次第であります｡

平成11年4月30日

株式会社 三蕗コンサルタンツ

取締役社長 久 野 格 彦
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1.農業セクターを取り巻く状況

1.1概要

ネパール王国(以下｢ネ｣国と称する)はヒマラヤ山脈の中央部に位置し､北部を中

国とまた､東部､西部および南部をインドと国境を接する｡海がないため､殆どの物質

はインドより陸路で輸入されている.国土面積は約14.7万km2で日本の約40%である｡

国土の80%Gま丘陵､山岳地帯であるが､農業の観点からは､一般に3つの地帯に分けら

れている｡

北の山岳地帯(ヒマラヤ)は標高2,500 m以上の地帯を指し､標高6,000 mを越す山が
240以上あり､国土面積の約35%を占めている｡農耕の高度限界は4,200 mと言われてい
るが､ここではわずかな緩傾斜地や谷地田が耕作地となっている｡ 1年中寒冷な気候であ

るため､作物の収穫は1年に一度しか出来ない｡主要な作物はソバ､ジャガイモであり､

ヤク､羊､山羊が飼育されている｡

中山間地帯は国土面積の約42%を占めており､その標高は一般に800-2,500
mと言わ

れている｡農耕地の多くは山頂まで耕された段々畑である｡主要な作物は稲､小麦､ト

ウモロコシ､ジャガイモ等である｡夏にはカボチャ､トマト､キュウリ､トウガラシ､

マメ類が､冬にはキャベツ､ニンジン､エンドウマメ､ブロッコリーが栽培されている｡

南部地域はテライと呼ばれ､東西に約890 km､南北に幅25-32 kmの平野を形成して

おり､ここが｢ネ｣国の主要穀倉地帯であり､現金作物､果物､野菜類の産地となって

いる.総作付面積の約85%を占めており､これらの作物生産が農業によるGDPの約60%

となっている｡

｢ネ｣国の農業の問題点は､その生産性の低さにある｡日本と比べると米と小麦の生

産性は1/3しかなく､世界平均と比べても劣っている｡生産性の低さの原因は3つある｡

1つは地形的な問題で､国土の約70%が急傾斜地であり､農耕に適した平坦地が少なく､

アクセスが悪いため肥料､農薬､品種改良した種子等が必用なときに直(･入手出来ない

ことである｡ 2つ目は農産物を消費地に輸送する道路が極端に少ないことと､森林伐採や

開拓により肥沃な農地の表層の土壌の流出により､農地がやせていることである｡ 3つ目

は農業インフラの欠如にある｡農業に不可欠な濯慨施設が中山間地域､山岳地域には殆

どなく､モンスーンの雨に依存した農業が営まれているためである｡

この様な状況のなかで､ ｢ネ｣国政府は後述する第9次国家経済開発5ケ年計画や農業

長期開発計画(A戸P)を策定し､濯概施設の改修･建設を行うことにより農業生産物の増

産を図り､国民一人当たりGNPが200USS (1995年､世界銀行報告1997)と､アジア諸

国の中でも最低レベルにあり貧困に嶋いでいる地方住民の貧困緩和を図ろうとしている｡
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1.2第9次国家経済開発5ケ年計画に於ける農業セクターの課題

本計画は第8次計画の後を受けて策定されたものである｡従来の計画では､開発のフ

レームワークの方向性､各セクター間の開発戦略等の調整が欠如していたために目標と

した経済成長に達していない事､また､この経済成長が特定の階級､地域に帰属し､階

層的､地域的不平等が生じている｡本計画では､これらの点を反省し､基本的な考え方

を以下のように定めている｡

①市場経済政策の強化

国際競争力を強化し､世界的経済環境の変化との調和を図りつつ､海外からの投資

が容易になるように既存の政策･規制を改善する.

②政府の果たす役割の確認

既存の慣習的経済構造を改め､貧困を撲滅し､･雇用を拡大する政府の役割を再確認

すると共に､順次政府の果たす役割を縮小する｡

③民間セクターの重要性

社会経済開発のため､民間セクターの投資促進のためにインフラを整備し､政策の

改善､規制の緩和に努める｡

上記の基本的考え方に基づく農業セクターの基本的戦略は以下の通りである｡

①農業長期開発計画(A戸P)の推進と民間セクターの活性化､貧困者の生活水準の

向上

②消費財､サービスの入手促進､雇用促進､貧困の緩和

③水資源､観光､大規模産業への外資誘致

④貧困層のための農業､家内工業､地方開発等の促進

特に農業は｢ネ｣国の主要産業であり､労働人口の80%以上､ GDPの40%以上を占め

ており､貧困撲滅､所得水準の向上には当セクターの生産性の向上が不可欠であり､農

業長期開発計画(APP)に沿った開発が必用となる｡また､潅概のためには水資源の開発

が不可欠であり､水力発電､内水面漁業等を考慮した総合的な開発政策が必用である.

13農業長期開発計画(Al'p)

本計画はアジア開発銀行(ADD)の協力のもとに､ ｢ネ｣国の農業開発と農村地域の発

展を図ることを基本方針として､国家計画委員会の監修のもとに作成された国家計画で

ある.実施期間は1994/95-2014/15の20年間としている.本計画の目標は､現在3%の
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農業セクターの年間成長率を5刻こ引き上げ貧困層の大半を占める農民の生酒水準向上を

目指すことである｡このための具体的な各部門の計画を以下のように定めている｡

(1)潅概

｢ネ｣国は表流水2,00億トンおよび地下水12億ト,の余剰水源があり､これらを有効に利

用することにより1.8百万haの農地が潅概可能であるが､現在はこの水源の8%tこあたる

水が利用されているのみである｡

謹聴事業は増大しているが､濯概可能面積1.77百万haの62%8こ当たる1.09百万haが

異なった機関で濯概施設の建設が行われている｡しかし､インフラ整備地区のうち通年

濯慨地区は約38%iこ当たる41.8万haしかない.また､通年濯概地区の69%がテライ平野

に集中しており､山岳地で5%､中山間地で26%となっている｡

現在､表流水潅概面積は90万haで､このうち26%が国により管理され､残りの74%

は水利組合の管理となっている｡地下水利用の濯概面積は16.8万haと報告されているが､

このうちの75%Gま農民により管理されている浅井戸利用による. 1993年までに深井戸400

本､浅井戸37,000本がテライ平野に建設されている｡

表1.3.1現況の濯概可能面積､濯概面積および水利用 (単位: 1,(X氾ha)

面積とその利用 山岳地 中LU間地 テライ平野 合計

濯概可能面積

森林を含む 61 374 1,743 2.178

森林を含まない 55 355 1,356 1,766

濯概面積(①+②) 92 472 1,275 1,859

①インフラ整備地区 52 264 775 1,091

②実際の支配面積(③+㊨) 40 208 520 768

③通年濯概地区 20 110 288 418

④雨期作濯概地区 20 98 232 350

水利用量(MCM) 1,500 7,5(カ 8,(X氾 1,700

出典: National planning Commission Prcyess Report (1990)

下表はAPPの目標年次2014/15年までの各々の耕作地タイプの開発目標値を掲げている｡

雨期作､天水地区の農地を70.8万ba減少させ､その分を表流水および地下水利用による

潅概地区へ転化するとしている｡
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表1.3.2 APPの計画に基づく耕作地面積の増減､ 1991/92-2014/15 (単位: 1,00ha)

年
雨期作

濯概地区

表流水

通年濯概地区
天水地区

地下水

通年濯概地区
合計

山岳地

1991/92 20 20 122 n.a. 162

2014/15 13 40 109 n.a. 162

中山間地

1991/92 98 110 672 I).a. 880

2014/15 96 197 587 n.a. 880

テライ平野

1991/92 232 181 754 107 1.274

2014/15 209 277 176 612 1,274

合計 ▲32 203 ^676 505

1991/92 350 311 1,548 107 2,316

2014/15 318 514 872 612 2,316

出典: APP報告書

潅慨タイプによる投資額は次表のとおりであり､テライの新規大規模濯概を含む場合

はテライ地区の投資額は全投資額の65%8こ当たる444億Rsが含まない場合は54%に当た

る277億Rsが計画されている｡この表からは､中山間地の開発に力を注(･ことが注目さ

れる｡

表1.3.3 濯概のタイプによる投資額 (単位:百万Rs)

地域名 SW-R SW-Ⅶ SW-New GW-R GW-New 合計 割合(%)

テライの新規大規模事業を含む

山岳地 3,000 10 1,300 n.a. n.a. 4,310 6

中山間地 12,000 450 7,300 Jl.a. J1.a. 19,750 28

テライ 7,100 1,720 20,700 720 44,400 65

合計 22,100 2,180 29,300 720 68,500 100

割合(%) 32 3 43 1 21 1(X)

テライの新規大規模事業を含まない

山岳地 3,000 10 1,300 皿.a. t).a. 4,310 8

中山間地 12,000 450 7,300 n.a. n.a. 19,750 38

テライ 7,100 1,720 4,000 720 14,200 27,740 54

合計 22,100 2,180 12,6(対 720 14,200 51,800 1(X)

割合(%) 43 4 24 1 28 100

荏: n.a.データが無い､ R=改修､ MI=管理の改善､ sw=表流水､ GW=地下水

出典: APP報告書

(2)肥料

肥料の消費量は下図の如く｢ネ｣国は26kg/haと極端に低い｡バングラデシュの3分の

1､中国の10分の1となっており､本計画の最終年にはバングラデシュの1.5倍に相当

する肥料使用量16Pkg/haを計画している｡
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表1.3.4 肥料の使用量とその割合､ネパールとその近隣諸国

国名
肥料使用量 割合

kgnla N P205 K20

バングラデシュ 101 1 0.39 0.15

中国 282 1 0.28 0.07

インド 71 1 0.41 0.17

パキスタン 91 1 0.26 0.02

ネパール 26 1 0.37 0.03

出典: FAO(1992), and Ferti)izer Advisory, Deve)opment anやhlformation Networks for

Asia and the Pacific(1994)

(3)農業技術

農業技術に関しては環境に配慮した肥料関連の研究､作付け体系の研究､品種改良等

の特定作物の研究､マーケテイングおよび農産加工に関する研究に優先度を与えている｡

(4)道路と発電

下表は各国の道路密度を示しているが､ ｢ネ｣国のそれは他国と比べ極端に低く 5.0

km/100km2となっている｡本計画では新規農業道路として6,289 kmの整備を行うことと

し､その総投資額を12,180百万ルピーと見込んでいる｡

表1.3.5 各国の道路密度

国名 kn/1,000人 km/100km2

バングラデシュ 1.8 112.0

アメリカ合衆国 27.5 66.4

インド 1.9 41.3

スリランカ 1.6 37.7

パキスタン 1.1 ll.9

中国 0.9 9.0

ネパール

合計 0.4 5.0

山岳地､中山間地域 0.5 4.0

テライ地域 0.4 13.5

出典: world Bank (1993)
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蓑1.3.6 農業道路の建設計画

交通システム
延長

(km)

投資額

百万ルピー USS

フェーズ1

Terai(20) 3,400 2,805 58

Itil](29) 1,428 3,570 72

MollⅠltain(4) 318 1,590 32

Ropeway 89 250 6

計 5,235 8,215 168

フェーズ2

Ⅰ召l1(10) 522 1,305 28

MotII)lain(12) 532 2,660 55

計 1,054 3,965 83

合計 6,289 12,180 251

注)括弧内の数字は郡の数を示す｡

発電については道路網の整備により必要となる電力量を加味して計画期間内に679メ

ガワットの電力供給を行う予定である｡なお､現在の｢ネ｣国の全電力供給量は約230

メガワットである｡
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2.コシ西部地域港概施設改修･維持管理強化計画

2.1計画の背景

第1章と同じため,省略

2.2計画対象地域の状況

本地区は､ ①チャンドラ頭首工掛かり､ ②コシ西部分水路掛かり, ③コシ･ポンプ

水路掛かりからなる43,575ha (純潅蔽面積34,391ha)の地区である｡地区の北半分はトリ

ジュガ川右岸のチャンドラ頭首工を水源とし､南半分のコシ西部地区はコシ川を水源と

している｡地域の農家は､春作のメイズ､夏作(モンスーン期)の稲､冬作の′順など

を主に栽培している｡組合(Cooperabve)があり､農家は組合を通じて高収量種子(HYV)､

肥料などを入手できる｡またポンプ-地区には水利組合があり､
20Rsnla/*を受益農家

から徴収している｡末端水路はこれら水利組合が維持管理しているので水利費は安いと

いう担当者の説明であったo米､麦などは農家が郎に地方市場に販売するほか､業者

が買い付ける流通形態も見られるo地区に近いラジビラジ(bjbiraji)は農産物が集積す

る市場である｡農家は牛糞を乾燥したものを家庭燃料に使用しているため､水田や畑に

還元するこの畳も極めて少なく､用水不足と相まって単収は低レベルにとどまっている｡

化成肥料の使用量は高価なため少ない｡なお､コシ河は｢ネ｣国でも有数の土砂の堆砂

が発生する河川であり,記録によると,その量は198
6万り年(流域面積28,140km2)に

ものぼる｡本章末の参考資料一堆砂量一参照

2.3 既存港軟施設の概要

本地区の北半分はトリジャガ川右岸に設置されているチャンドラ頭首工を水源とし､

12,975ba (純柵面積は9,9仙a)を濯渡する事業で､ 1922年に実施されたo頭首工はす

でに75年以上を経過し､老朽化しているとともに､過去2回の地震で本体は損傷を受け､

ゲートとともに崩壊､破損の危機に直面しているoまた､この頭首工には沈砂池が設け

られていないために､幹線水路は流入･沈殿した土砂で通水断面が狭小となり､通水が

阻害されている｡ゲートの開閉は澄渡局郡事務所の管理人が農民の要請により操作して

いるが､ゲートサポート部の歪み､サビ等により開閉換作は難しく､このため昨年12月

よりゲートは開けっ放しとのことであるo下流受益地-は土水路(約30km)により配水

されているが､水路の維持管理はあまり行われていないo末端でカンド-川に接続して

いる｡計画流量は14･2m3/秒であり､途中に分水ゲート､橋等の多くの付帯施設があるo
現

地調査によるチャンドラ頭首工の現状は後述の通りであるo

本地区南半分を占めるコシ西部地区の潅概事業の建設は1977/78年に始まり､
1988/89

年に完了した｡コシ川からの毎秒200m3に上る取水のうち､インドとの協定(1954年)

によりネパールは10%にあたる毎秒20m3を利用し,港概している｡地区は､コシ西部水

路左岸に取水口がある①コシ西部分水路掛かりの重力式による14,125ba
(純港概面積は

ll,300ha)の受益地と同水路右岸に取水口がある､
②コシ･ポンプ掛かりの16,475ha (純

港概面積は13,180ha)の2地区からなる｡コシ･ポンプ水路は2ケ所の揚水機場で6･7m,

8.7m計15.4mの揚水を行っている｡ 2ケ所の揚水機場には､それぞれ280kwX4台､
160kw

x2台､計6台のポンプが設置されている｡うちlケ所の揚水機場のポンプは洪水により

被害を受け､現在稼働しているのは6台中2･5台に過ぎず､必要水量を水路に揚水できな

い状況にある｡
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(1)チャンドラ預首工現地調査結果

(a)概要

⑧

河川名;トリジャガ川

築 造;75年以上前

築造材料;可動堰部:レンガ造り

固定堰部:コンクリート造り

魚 道:コンクリート造り

取水工部:レンガ造り

堰の形態;可動堰+国定堰の複合堰

堰の形式;フローティングタイプ(現況河床材料から推定)

ゲート;可動堰部:スルースゲート人力巻き上げ3･5mX2･Om(扉高は

推定)×5門

取水口部:スルースゲート人力巻き上げ1･8mXl･5m(扉高は推定)×10

門

魚 道;導流壁型1ケ所

¢)調査結果

i)可動堰部

①可動堰部の構造はゲート部で水圧を面として受け､その面として受けた水

平力を下流の導流壁の重量で支えているものと考えられる｡

②レンガ造りであるためこのような重力式構造とせざるを得ない｡

③過去二回の地震の影響かどうかは判然としないが､下記の問題点が観察さ

れた｡

･可動部と固定部の境にある上流導流壁に鉛直方向の大きなひび割れ補修

の跡がみられる｡

･ゲートピア-の上流側(円弧部)は下流側に傾いているo

･ゲート巻き上げ機架台である=綱は右岸側から3番目のピア-から曲

がっている｡

･すべての下流導流壁の下部(エプロンから30-50cm上)に水平方向の

ひび割れが発生している｡特に,可動部と固定部の矧こある下流導流

壁の下部は小破壊している｡

④ゲートの止水は不十分であるo側部及び下部戸当たりから漏水しているo
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これは止水ゴム等が劣化しているためと考えられる｡

五)固定堰部

①国定堰部は水流及び土砂による摩耗により骨材が露頭しているが､破壊等

の危険性は見られなかった｡

②国定堰天端は一部欠口部を設け流水を誘導していた｡ (目的は不明)

ii)魚道部

①魚道は導流壁式であるが､魚道出口である固定堰部からの越流がなく､魚

道内を流下する水量がない｡固定堰の欠口部はこの魚道にを設けるべきで

はないのか｡

②たとえ魚道内流下水量があったとしても､魚道入り口部はみお筋でなく河

川水畳も少ない(調査時点は乾期)ことから河川水位がなく､魚類は魚道

内に入ることができない｡現況魚道は魚道としての役割を果たしていない｡

iv)取水口部

①取水口部の構造は可動部と同様ゲート部で水圧を面として受け､その面と

して受けた水平力を下凍の導流壁の重量で支えているものと考えられる｡

② レンガ造りであるためこのような重力式構造とせざるを得ない0

③過去二回の地震の影響かどうかは判然としないが､取水口下流部擁壁部に

鉛直方向の大きなひび割れがみられる｡

④取水口ゲートスピンドルの半数が曲がっている｡これは中間振れ止めがな

いためと考えられる｡

⑤ ゲートの止水は不十分である｡側部及び下部戸当たりから漏水している｡

これは止水ゴム等が劣化しているためと考えられる｡

(c)既設チャンドラ堰の診断

i)可動堰部

① レンガ造りであるため､地震による脆性破壊(セン断破壊)の危険性が非

常に高い｡

②すべての下流導流壁の下部(エプロンから30-50cm上)に水平方向のひ

び割れが観察されているが､地震時の水平力により下流導流壁が破壊され

た場合､ゲート部は支えを失い､下流側に倒壊するであろう｡

③ ゲート部はウオーターカーテンがあり､洪水時流水の流下を阻害している｡

④ ゲートは劣化が激しく更新時期にある｡

⑤可動部の土木構造物及びゲートは全面改修すべきと考えられる｡

五)固定堰部
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① 固定堰部は構造的にも水理的にも大きな問題はなく､今後の使用にも耐え

られるものと考えられる｡

iii)魚道部

①魚道は魚道としての役割を果たしておらず､改修すべきと考えられるo

iヽ･)取水｢1.LミI;

①取水口部は可動堰部と同様の理由により､土木構造物及びゲートを全面改

修すべきと考えられる｡

(d)今後の課題

i)可動堰部

①土木構造物は鉄筋コンクリート造りとし､基礎工を含め耐震性能を高めた

構造とする｡

② ゲートスパン及び巻き上げ機方式を検討する｡

五)国定堰部

(》 固定堰部には特に今後の課題はない｡

ii)魚道部

①魚道の位置,型式､規模等根本的に再検討する｡

iv)取水口部

①取水口部は､可動堰部と同様土木構造物を鉄筋コンクリート造りとし､基

礎工を含め耐震性能を高めた構造とする｡

② ゲートスパン及び巻き上げ機方式を検討する｡

Ⅴ)沈砂池

①今回の調査では､取水口下流の水路に土砂の堆積は見られなかった｡しか

しながら､河床材料が細砂(シルト) -中砂であること､河床敷高と取入

れ敷高との差は十分でないため､水路-の土砂流入は避けられないものと

予想される｡

今後詳細な調査を行い､沈砂池の必要性を検討する必要がある｡必要性が確認された

ら,沈降すべき最小粒径をまず決定すべきである｡沈砂池規模は流量と設計粒径に大き

く依存するからである｡
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2.4計画の概要

チャンドラ頭首工については､ ①頭首工の全面的改修､ ②取水工の全面改修､ ③沈

砂池の新設が内容となる｡またコシ西部地区は､現在故障しているポンプを更新し､港
淑面積の拡大を計画するoこれらのいわばハード面の整備だけではなく､限られた水量

を有効に利用し,生産効果をあげ､農家所得の向上を図るためにはソフト面の整備が不

可欠である｡その内容は､水管理(特に圃場水管理)技術の改善､水利組合強化､農業

普及サービス強化､金融強化､組合(cooperative)強化,農産物流通,等となる｡これら

を実施することにより適期港軌適量澄渡が可能となり､穀類だけではなく野菜作など

も取り入れた土地利用率が高い多様化農業が実現し､農家の生活レベルが向上するとと

もに地域経済が活性化すると考えられるo

2.5総合所見

本地区は前述の通り､チャンドラ掛かりとコシ西部地区掛かりからなるが､これらは

上下流で隣接しており､一体的に捉えて潅概農業開発のための整備を検討する条件にあ

るといえる｡調査はハード及びソフト面からなるが､特にソフト面の水管理の改善につ

いては水利組合の強化のほか､流通､圃場水管理､金融､有効な土地利用などに関する

農家-の教育･訓練等も計画に盛り込む必要があり､これらの結果は他の既存藩概地区

ぉよび今後の港淑計画実施に好例を提供するものとなり､農業国である｢ネ｣国の経済

開発を支援する有効な技術援助になると判断できる｡
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参考資料一堆砂量一

水資源開発のためのダムや頭首工計画策定に当たっては､河川水による堆砂は最大の

問題となる｡ネパールの既存の観測､研究データは以下の通りであるo河川の形状､勾

配､流域面積とその植生の被覆度等により､堆砂量は大きく異なるが､これらの表から

当国の堆砂量は平均で4,900 tonnm2/year前後と推定されるo

表2.2.1ネパールの堆砂量単位:tonAmL々ear

Areaorkindsofriver
Rate

Heavydegradedmountainslops
42,000

ProtectedPasture
920

Himalayanrivers 6,000

No-Himalayanrivers 4,700

SiwalikshillineastNepal 780-3,680

Mahabhaq.atmotntainincentralNepal 3,150-14,000l

出典: Laban1978, Chatra 1974 Bulk Density･, 1･4torJm3in water,
116 ton/m3inair

表222トリスリ河の堆砂量単位:toⅠ血1Z/monthoryear,DrairLagearea4,11Okm`

Jam Feゎ. Mar. Apr. May Jun. Jl. Aug. Sらp. Oct. Noy. D㊦c. Tわtal

Rate 077 0.81 1.29 2.67 7.29 51.4 407 310 73.0 9.73 2.38 1.59 868

Total867.93ton/km2/year

表2.2.3主要河川の堆砂量

Nameofriver
Sediment Catcb皿entArea AmualRunoff

(Millionton/year) (km2) (Bi11ionm3)

Mallakali 1S 5,410 7.17

Kamali 170 41,890 41.33

Narayani 169 31,600 50_31

Kosi l98 28,140 32.85

Babai 12 3,270 2.58

WestRapti 24 6,500 4.70

Bagmati 41 3,610 6.72

Kamula 7 2,160 2.07

Kankai 7 1,575 2.12

OterriVers 80 23,026 24.35

Tわtal 726 147,1$1 l74.2

出典: Shakar 1989, Bangladesh-NepalJoir[tStudy Team 1989,B･K･ Prudhm 1986

Averagr in Nepal: 4,933 ton/ km2/ year
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3.テライ地域農業集落水資源開発計画

3.1計画の背景

｢ネ｣国は典型的な農業国であり､国民の90%が農村地域に居住しているo農業は国

内総生産の41%､就業人口(7.34百万人)の81% (5･95百万人)を占める基幹産業となっ

ている｡

｢ネ｣国では､降雨は雨期である6-9月に集中しており､ 10月-翌年の5月までの乾

期には藩政施設がない地域の農業活動は不可能である｡従って､ ｢ネ｣国政府は一貫して

食糧の自給体制を確保するため､港概事業に優先的な投資を行ってきた｡しかし,港概

事業は思うように展開できず､農業は依然として伝統的な天水依存によるモンスーン農

業が主体となっている｡

耕地面積は国土面積の18%に当たる2.65百万haであり､その内の港概可能農地は48%

の1.13百万haとなっている｡恒久施設による濯概面積は約46万haのみであるo 1996年

のデータによると港液面積は1.05百万haであり､この内の21%に当たる約22万haが地

下水を利用しており､残りの83万ha (79%)が地表水利用となっているo恒久施設によ

る港概面積は全農地面積のわずか17･3%であり､天災(干魅､洪水)により当国の農業が

大きく左右されており､農業生産高の成長を妨げている一要因となっている｡

表3.1.1ネパール国の農地血横

国土面積 l4,718,lOOha(lOO%)

耕地面積 2,650,000ha(l8%)

モンスーン農業地域 1,524,000ha(52%)

港概可能農地 計 1,126,000ba(48%)

恒久施設による港液面積 459,000ba(41%)

その他の濯概面積 667,000ba(59%)

このような状況の中で､ ｢ネ｣国政府は農業長期計画(AgriculturalPerspective Plan,以下､

APP)を策定し､穀物供給量を国民一人当たり276kg (1994年)から426kg -増産するこ

とを設定し､その計画実施期間を1994/95-2014/15年の20年間と決定したo港概面積の

拡大は農業生産の増加に大きく寄与し､当国全土に効果を及ぼすため､港淑目標面積を

l,126,000 haと設定し､国家開発の最優先課題と位置付けているo現行の第9次国家経済

開発5ケ年計画では､テライ地域の地下水利用による潅淑施設の拡充を推進しており､

本計画期間中に146,600 haの潅軟農地を創造するとしている｡

一方, APPではテライ地域における濯離農業の開発により､計画当初の港概農地目標

値107,000 ha (40%)を612,000 ha (86%)まで拡大することとし,この内54,000 haは深

井戸濯概によることとしている｡なお､当地域の地下水を利用した潅液面積の拡大は､

さらに190,000 baが計画されている｡この目標を達成するためには年間24,000 haの澄渡

面積の増加が計画されており､この内､ 2,000 haが深井戸潅概によるとしている｡深井戸
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一本当たり50 haの潅離農地が見込まれることから､年間計画深井戸建設本数を40本と

している｡

深層地下水､土地､農民の3つの資源に恵まれるテライ地域では､深井戸溶液の開発

は港概局の最優先課題であり､世界銀行の協力のもとに1992年実施されたバイラワ･ル

ンビニ地域(港概対象面積21,000 ha)の大規模深井戸澄渡プロジェクトの成果に起因す

るものである｡このプロジェクトで実証されたのは､深井戸濯概の速効的かつ経済的効

果であり､深井戸港掛こよる1本当たりの井戸の潅概面積は浅井戸潅淑のそれの10倍以

上あることである｡また､最小限度の投資により,確実な成果が見られたことも｢ネ｣

国政府にとって､濯蔽事業政策を推進する上で､大きな収穫となったo

このような背景から､港親局はAPPに沿った深井戸濯概計画策定のための深層地下水

の調査､地下水資源評価を行うとともに､計画達成に向けて､港概局独自の事業推進の

ために井戸建設資機材規模の拡大､技術刷新､人的資源の開発に着手しようとしているo

｢ネ｣国で現在使用されている掘削機材は耐用年数を越えたものが多いため､機材本来

の持つ性能が期待できず､その要望に応じ切れない状況である｡ ｢ネ｣国政府は計画実施

のために､現在保有の掘削機材を非常用のスタンバイ機材とし､各プロジェクト事務所

に最低限2台､計16台の最新鋭､高性能掘削機材を導入,拡充することを検討中であるo

しかしながら､港親局は多数の掘削機材を早急に導入することは､技術的､資金的側

面でリスクが高すぎるとの判断を下しており､ ｢ネ｣国政府を通じて日本国政府に対して､

まず職員の教育･訓練用として現地の掘削需要に見合った能力の異なる最小限機材(潔

井戸200mおよび250m用の各1台)の供与､および8本の深井戸建設を通じての職員に

対する機材の維持･管理､および掘削技術の移転について､我が国の無償資金協力を要

請している｡

3.2目的および計画対象地域

本プロジェクトでは深井戸潅概開発を積極的に推進するために､教育･訓練用として

ジャパ郡､モラン郡,スンサリ郡を管轄しているビラトナガール港耕地方事務所-最新

鋭の掘削機材を導入し､職員に対する機材の維持･管理､および掘削技術の移転のため

のOJTを行うことにより

1)伝統的な雨期の降雨に頼るモンスーン農業に起因するリスクを回避するために､深井

戸利用による通年港離農業を推進するo当該地域の農業生産の向上､確実性を図ると

共に,換金作物の導入､受益農家の収益の増大を図る｡また,農業生産の増大により

地域および国家の経済発展､穀物供給量の目標値達成に貢献する｡

2)港淑事業を担当する澄渡局の地方事務所職員のレベル向上を図り､計画立案から事業

実施,維持･管理,水利組合-の教育･指導を含めた支援活動､さらに地域の農業生

産や環境に配慮した地下水位のモニタリングシステムを提言する｡
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3)当該地域の地方と都市部の所得格差是正に貢献すると共に地域経済の活性化による雇
用機会の創造､生活レベルの向上､貧困および疾病の緩和に貢献するo

計画対象地域はビラトナガール濯淑局地方事務所の管轄下にあるジャバ郡,モラン郡,

スンサリ郡を対象とする｡対象地域には過去日本の技術協力により地下水開発調査が実

施された地域も含む｡各郡の面積､人口は以下に示す｡

表3.l,2 調査対象地域の面積と人口

ジャバ郡 モラン郡 スンサリ郡 計

面積(kn2) 1,606 1,855 1,257 4,718

人口(人) 593,737 674,823 463,481 1,732,041

3.3計画の内容

(1)実施機関

｢ネ｣国水資源省(Ministry of Water Resources)傘下の港親局(Department of Irrigation,

Dot)が窓口となり､ビラトナガール港救局地方事務所が主体となる｡事業実施後は深井

戸建設を推進すると共に､完成後の施設の運営､維持･管理等の必用な支援サービスを

受益農民により組織される水利組合(WUA)に対して行う｡

(2)事業実施内容

本プロジェクトの実施にあたっては,港淑局地方事務所を対象に日本から供与される

楓削機材の維持･管理および掘削技術の習得をOJTを通じて地方事務所職員を対象に実

施する｡

3.4無償資金協力の要請内容

要請内容は以下の通りで約5億円が見積もられる｡

(1)井戸建設資機材の供与

a)深井戸掘削機および標準付属品
掘削深度250m

b)同上据削ツール

c)深井戸掘削機および標準付属品
掘削深度450m

d)同上掘削ツール

e)孔内検層器

f)井戸試験用水中モーターポンプ8 "井戸仕上げ用

g)ディーゼルエンジン発電機

血)同上6 "井戸仕上げ用

i)水位計

j)伝導計
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(2)

k)簡易水質試験キット

1)コンテナー式ワークショップおよび機材

教育訓練用井戸建設費(井戸建設用資機材は含まず)

3.5総合所見

｢ネ｣国では食用穀物の生産は1991年前後より需要を下回っており､ 1992/93で約34

万一ン､ 1993/94で14万トン､ 1994/95年で49万トンの不足となっているoこのため｢ネ｣国

政府は第9次国家経済開発5ケ年計画において､テライ地域の地下水利用による潅概施

設の拡充を推進しており､本計画期間中に146,600 haの潅離農地を創造し､穀物の需要

と供給のバランスを図ろうとしている｡

下表は地下水濯概の長所と欠点を述べたものであるが､地下水潅概の導入による長所

は欠点を補っても余りあるものがあると言える.井戸建設により通年港淑が可能となり､

受益地区の農業生産高はモンスーン農業に頼っていた時と比べ約3倍の効果が期待でき

る｡このように本事業は第9次国家経済開発計画に沿ったものであり､地域住民の生活

水準の向上,地域経済および国家経済の活性化に大きく寄与するものであるため､日本

の無償資金技術協力のもと,早急の事業の実施が望まれる｡

表3.4.1地下水港淑の長所と欠点

長 所 欠 点

1つの井戸で港概システムが完成する｡

施設が小規模なので農民の要請により､

施設が短期間で完成する｡

港淑面積が小規模なので水利組合の結成

が容易である｡

ポンプ運転なので､必要な時に取水が可

能である｡

圧力管で導水する場合は､起伏に富んだ

地形の農地にも配水が可能である｡

ダムや取水堰による表流水濯瀧と比べ､

施設が短期間で完成する｡

地下水には土砂が含まれていないので,

水路内に土砂が堆積しない｡

長期的に見た場合､ポンプの更新等が必

要になり､溶液面積当たりの投資額が表

流水濯概に比べ大きい｡

地下水源を枯渇させないための持続的揚

水量の評価のためのモニタリングシステ

ムが必要である｡
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4.極西部中山間地域貧困緩和･食糧増産計画

4.1計画の背景

調査対象地域である極西部地域中山間地域は山岳地域と同様に｢ネ｣国の中でも経済

開発の面で取り残された地域であり､農耕地の多くは山頂まで耕された段々畑であり天

水依存の不安定な営農を余儀なくされている｡主要な作物は稲､トウモロコシ､小麦､

アワ､ヒエ等である｡穀物は需要量のわずか40%程度しか収穫出来ず､雨期作の収穫が

終わると､殆どの農民はカトマンズやインド-､建設労働者や農業労働者として出稼ぎ

に行くのが常識となっており,他の地域に比べ貧困の度合いが強い｡

第9次国家経済開発5ケ年計画では農業長期開発計画(APP)に沿って､通年の営農が

可能となり農民の所得水準の向上を目的として中山間地域の港蔽施設の改修､新設およ

び道路等のインフラ整備を行うこととしているo渓流取水や′ト規模港概事業を担当して

いる澄渡局郡事務所をはじめ郡農業開発事務所は地域農民の貧困緩和のための農業開発

に積極的に取り組んでいるが､職員の技術レベルの低さ､絶対的な職員不足,資金不足

等のために計画通りに事業が展開していないのが現状である｡

4.2 調査対象地域の概要

調査対象地域は極西部開発地域のSeti Zoneに属するDoti郡およびMahakali Zoneの

Dadeldhura郡であり､それぞれの郡都はDipayalおよびDadeldhuraである.東西ハイウェー

近傍のAtariya町から約140kn北に位置する｡調査対象面積は3,563kn2,人口は約27万

人であり､森林が全面積の約45%を占めている｡

表4.2.1調査対象地域の面積および人口

郡名 郡都名 面積(kn2) 人口(人)

Doti Dipayal 2,025 167,l68

Dadeldhura Dadeldhura 1,538 104,647

計 3,563 271,815

出典: stadsticalYearBook ofNepal 1997

調査地域の標高はEL300-3,400mと高低差があり､この斜面に段々畑が展開している｡

雨期には崖崩れが頻繁に起こる｡ Dipayalの月平均最高､最低気温は下表に示すとおりで

最高気温は5月に最低気温は12月に生起する｡最近10ケ年の年平均降雨量は982mmと

なっている｡
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表4.2.2 Dipayalの1996年の月平均最高,最低気温 (単位‥℃)

月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 ll 12

最高 23.0 24,0 30,0 35,0 39.0 35.0 35.0 33.0 34.0 30.0 28.0 24.0

最低 5.0 7.0 ll.0 15.0 l9.0 23.0 24.0 24.0 22.0 17.0 10.0 3.0

出典: StadsticalYearBook ofNepal1997

表4.23 Dipayalの年降雨量 (単位: m血年)

観測年 l987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 平均

年降雨量 $33 1022 986 1353 1275 739 1328 79l 768 720 982

出典: Stadstical Year Book ofNepal 1997

調査対象地域の経済活動は自給自足を基本とした零細農業であり平均戸当たりの耕地面

積は約1baである｡農地は丘陵地の急斜面に発達した段々畑であり､支流河川沿いの低

位部の河岸段丘の農地は潅概可能であるが､その面積は限られているo水牛を使っての

耕転作業は男の仕事であり､田植えに加えて粉ひき､炊事､洗濯､食事の準備､子供の

世話等は全て女性の仕事となっている｡従って､主婦の目平均労働時間は約12時間､男

性は約8時間と報告されている｡男性は,乾期にはインド等に建設工事等に出稼ぎに行っ

ている｡なお､家畜の世話も伝統的に女性であり､毎日､家畜の餌を捜して森に入って

いる｡

下表は主要穀物の農地面積とその収量を示している｡ 1haあたりでは稲で2.1トン､小麦

でl.2トン､メイズで1.8トン､ヒエで1トンとなっており､主要穀物の生産性が低いことが判

る｡聞き取り調査では主要穀物の需要は約40%であった｡

表4.2.4 作物別の農地面積とその収量(1995/96年)

郡名
主要穀物の農地面積(1,000ha) 主要穀物の生産高(1,000トン)

棉 小麦 メイズ ヒエ 柄 小麦 メイズ ヒエ

Doti 6.0 8.9 2.5 2.08 12.6 10.4 4.5 2.1

Dadeldhura 6.98 8.79 3.98 2.0 15.7 10.6 7.3 2.0

計 12.98 17.69 6.48 4.08 28.3 21.0 ll.8 4.1

出典: stadsticalYearBook ofNepal1997

4.3水資源省都事務所の港概事業の概要

(1) Dipaiyal郡事務所

当事務所の組織は図4.1,1に示すとおりで､行政課7名､技術課11名および会計課3

名の計21名を郡事務所長が管理しており､港概事業の計画､工事管理および潅概事業毎

の水利組合の設立支援を行っている｡現在､完成した小規模潅淑事業は6地区で澄渡面

積670ha､水路延長34.5kn､稗益人口9,500人となっている.一方,現在建設中の澄渡事
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業はわずか3地区で港概可能面積551ha､水路延長8.0kn､稗益人口1,575人にすぎない.

工事完成の港故地区の多くでは法面の崩壊等により水路の改修工事が必要となっている｡

表4.3.1工事完成の潅概事業

港概事業名
潅概面積 水路延長 碑益人口

(tla) (km) (人)

EastDipayalI.P. 55 6.0 1,700

Latama皿duⅠ.P. 120 6.5 I,800

Ba皿dungnsenI.P. 155 4.0 2,900

KademanduI.P. 140 7.0 1,000

GandigadⅠ.p. 150 5.0 1,150

GhedilesI.P. 50 3.0 950

計 670 34.5 9,500

表43.2 現在建設中の潅概事業

濯概事業名
潅概可能面 水路延長 稗益人口

(ba) (km) (人)

Ghol血(血I.P_ 70 3.5 600

KarnasiI.P. 450 3.0 650

LaskarⅠ.P. 31 1.5 325

計 551 8.0 1,575

(2) Dadeldhura郡事務所

当事務所の組織は図4.1.1に示すとおりで､行政課l名､技術課6名および会計課4

名の計11名を郡事務所長が管理しており､港概事業の計画､工事管理および港淑事業毎

の水利組合の設立支援を行っているo現在､工事中の小規模港概事業は10地区で港概面

積1,640ha,碑益人口9,500人が見込まれている｡同事務所では現在濯淑事業に対し9ケ

所の詳細調査､ 7ケ所の予備調査が完了し,更に､ 9ケ所の候補地を選定しているとのこ

とである｡現在迄に3,716haの潅概事業が行われており､建設中の濯概面積1,640haを合

わせると5,356 haが澄渡可能となり､当地域の耕作可能地域19,468 haの約27%が濯渡さ

れる｡
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表4.3.4 工事中の港淑事業

濯親事業名
澄渡面積と稗益者数 建設工事費(1,000Rs)

受益面積 農家数 人口 合計 負担1 負担2 国の負担

Ranagaun 85 68 411 2,497 43 l81 2,273

PariGaun 200 157 1,256 7.083 107 530 6,446

Sandani 180 57 1,050 6,850 80 191 6,579

Seltuna 125 130 800 3,940 65 334 3,541

Kakadighat 30 125 625 1,778 9 258 1,511

Sakayal 80 82 410 5,525 97 400 5,028

GalphaGad 300 475 1,800 14,857 100 1,6$3 13,074

Sirse 300 288 1,790 29,648 148 4,425 25,075

Panttqa 200 200 2,500 19,598 98 2,925 16,575

Dandaban 140 200 1,500 13,300 1,995 ll,305

1,640 1,782 12,140

注:負担1は水利組合(WUA)が現金で支払う､負担2は農民が労働力を提供する｡

図4.3.1水資源省 郡事務所の組織

注) 7 Dipayal(I)Dadelolhura

4.4 計画の概要

調査はMrP調査およびF/S調査の2段階を計画する｡

(1) M調査

1)土地利用調査､既存潅淑施設調査

2)水源調査:期別取水可能量､最適取水位置､取水施設の緒言

3)港概システム:配水計画､水利組合改善計画,水管理計画

4)小水力発電計画の策定

5)土地利用計画:農地､放牧地､植林

6)農村インフラ整備計画:農道､収穫後処理施設､砂防計画

7)営農計画､畜産､内水面漁業計画

8)環境, WID

9)事業費の算定

10)優先事業地区の選定

_23-



(2) F/S調査:優先事業地区5ケ所程度を対象

1)受益農民との協議のもとに事業コンポーネントを確認

2)各コンポーネントの精査

3)営農支援計画

4)水利組合組織強化計画

5)小水力発電計画

6)事業費､便益の算定

7)事業実施計画の策定

4.5 総合所見

｢ネ｣国の国家経済開発の基本目標は持続的経済成長の確保､貧困軽減,地域格差の

是正に置かれており､極西部等の辺境地域の後進性打開を緊急政策として重点的に推進

する方針を定めている｡これまでに実施された大規模潅淑事業は主にテライ地域を対象

としたものであったが､こうした恩恵に被り難い中山間地域では､相変わらず天水依存

の不安定な営農を続けざるを得ないのが現状である｡この打開策としては穀物の貯蔵庫､

精米所､倉庫等の農村インフラ整備､洪水被害防止のための砂防ダムや斜面の保護対策

等と平行して作付け体系の策定､港概施設の維持管理,営農､畜産､植林等の教育普及

活動が必要となる｡

｢ネ｣国の最優先課題である貧困の軽減,地域間の格差是正を積極的に推進するため

には､総合的な農村開発計画を策定し,モデル事業を実施する必要がある｡調査対象地

域では港淑地区に.野菜を導入することにより､東西-イウェ-沿いの市町村に乾期にこ

れらの作物を提供する事が可能になるため､本計画は極めて有意義と言える｡さらに､

当地域と類似の中山間地域の開発を積極的に実施している我が国の技術､ノウハウが大

いに貢献できる援助案件でもある｡
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5.添付資料

1)調査団員の構成

団長 後藤 道雄 株式会社 三蕗コンサルタンツ 海外企画管理部次長

団員 入矢 狛介 同 上 技術5部参事

角屋恵一郎 同 上 技術2部部長

2)調査行程

月日 曜日 行程 主な行動

4/10 土 成田-ハ寸ンコク 移動日

4/ll 日 /ヾンコクーカトマンス寸移動日

4/12 月

カトマンス寸-ビラけが-〟

大使館表敬

JICA#%

濯親局表敬

移動日

4/13 火 ビラけが-〟 Inaruwa濯親局事務所打ち合わせ

地下水開発事務所打ち合わせ､

現地調査

4/14 水 ゾヤナカ7.-〟 SunsadMoran止dgationProject

Kosilr[take,Chaqldralntake,Kosi-Western

punpSta[tion調査

4/15 木

ビラがンシ寸-カトマンス寸

LalBakeyaProjectSite調査

移動日

4/16 金 カトマンス寸 資料整理

4/17 土 カトマンス■ Trisuri濯概地区現地調査

4/l8 日 カトマンス○-ネハ○ルカ寸ンシ.移動日

4/19 月 デイハ寸ヤル 移動日

4/20 火 デデルブラ デイrJヤル､タ寸デルブラ郡水資源省事務所と

打ち合わせ､現地調査

4/21 水 ネハ○ルがンシ◆-カトマンス○移動日

4/22 木 那マンス÷

ゼネラルストライキ

資料整理

4/23 金 那マンス寸 水資源省と打ち合わせ

4/24 土 那マンス寸 資料整理

4/25 日 別マンス寸 新保専門家と打ち合わせ

4/26 月 カトマンス寸 水資源省､JICA､EOJ-調査結果の報

告､FAO､UNDP資料収集

4/27 火 那マンス寸-バンコク 移動日

4/27 火 ハ■ンコクー成田 移動日
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3)収集資料

･ Irrigation Management Of NattlralResources illNepal

HMG Mimistry of Agricult町e/Ⅳinrock Intemational

･ Water Nepal, Journal of Water RがO11rCeS加ve]opment

･

AgrictL)ttlra] Terracing Development Perspectives by Ek Raj Ojha 1997

･

MaintaiJIingthe GrBLJ1ary Gモrard J. Gill

･ Eastem Regional Irrigation Directorate BiratnagarT, Napal

･第9次5ケ年開発計画
･ Detailed Feasibility Study, LalBakeya IrrigatioJI Stlb-Project Oct. 1993

･ Agricu]yuraJ Perspective P]an

NationalPlaming Commission His Majesty's Government ofNepaland

Asian Development Bank, June 1995

I hstittltional Development Support Component, Data Base for IrrigzLtion

Development in Nepal, June 1997

･ Facts About Nepalese Economy 1998

NepalSuialityfor Applied Economics July 1998

･

Agriculttlral Statistics in Nepal A tJsers'Assessment

HMG Mimistry of Agriculture/Winr∝k hternational

･ Statistical YearBook ofNepaJ

CentralBureau of Statistic1997

･ District lrrigatin OfrICe, Dadeldhura

Dadeldlmra District Ihgation Profile May, I 996

･ River Systems of Nepal

Published by Mrs. Sangeeta Shama

･ Nepal of Maps EducationalEnterprise Pv(.Ltd.

･ Atlas of Nepal Centre for Economic DevelopmentAnd Administration (CEDA)
･

GeologicalMap ofNepal Kathmandu, 1994 Scale: 1･000,000

-26-



4)関係省庁など主要面会者名簿

水資源省,濯政局( Department of Irrigation, MiJlistry of Water ResotlrCeS )
Mr. Mahendra NathAqal Director General

Mr, Sarada Prasad Sha-a DeputyDirector General, Plaming, Design

& Evaluation Water Division

Madhav Prasad Baral Civi1 Engineer

Eastem Region Irrigation Directorate,伽paJtmeJ)I
Of Irrigation BiratJlagar

Mr. S.D.Kamacharya Director

District lrrigation OfrlCe
,
hamwa, Sunsari

Mr. Sugamber Yaduv

Mr. HariNarapan Yakan

Grotmd Water IIroject,BjratA喝且r

Mr. Nimnjan Den Pandey

Mr. Sagar Kunaq Rai

Kosi WestertL Ptlmping Station

Mr. Er.S.P. Singh
Mr. D.K. Labh

DipayalDistrict Irrigation OfrICe, Doti

Mr. Bhabani Prasad Joshi

hh･. GauriSanker Singh

Dadejdhra District Irrigation OfrlCe, Dot呈

ChanchalSinghBist

Ministry of AgrictIJture

Ramesh KumarAdhikara

Ganesh Raj Joshi

FAO

UNDP

Lakslman K. Gautam

Tek B. Gtmng

B. K. L. Joshi

在ネパール日本国大使館

家元 降任

JICAネパール事務所

Kato Tdkashi

FujiiSatoshi

新保 義剛

植村 直美

佐々木 政雄

二等書記官

District Chief

Engineer

ProjectChief
HydrogeologlSt

Director

Senior Divisioned Engine訂

OqlCe in Cha喝e

Semior Divisional Engineer

OWIC6 in Charge

Senior OqlCer, Planing Division

Chief Agri., MaqLketing Economist

Marketing Development Division

Sr. Programme OqlCer

打ogramme OqlCer, Socio & IndustrialDev.

Sr. Programme Olhcer

次長

所員

水資源省濯親局派遣専門家

WID/GAD派遣専門家
畜産局派遣専門家
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現地写真
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ビラトナガール地域の井戸掘削工事
写真中央は水利組合（WUA）委員長長　1999／4／13

総工事費は2．2百万万RS、このうちの16％はWUA負担となる。

井戸建設現場そばの手押しポンプ1999／4／13



チヤンドラ堰

過去数度の地震によりゲートサポート部こ歪みが生じている、1999／4／14

チャンドラ堰

地震によりl取水壁中央にクラックが生じ、コンクリートで補填lしている、1999／4／14



チャンドラ堰下流の灌漑地区
1999／4／14

チャンFラ堰下流の天水地域
1994／4／14



コシ河の全景
堰下流より上流を望む1999／4／13

コシ河西部水路をコシ河より望む1999／4／13

インドとの水利権協定により全流量の90％はインドへ、残りの10％がネパールで取水可能である。



コシ西部水路
約20cu．m／secの取水を行っている、1999／4／14

ヨシ西部水路左岸の支線水路
約11cu．m／secを取水している、1999／4／14



女性による薪炭材の運搬
Dipaiyal、1999／4／19

麦の刈り取り風景
女性は家事の他に家畜の飼料採集、田植え、育児等を担当する、1999／4／19

主婦の平均労働時間は12時間、男性は8時間と報告されている。



DWARl Khola 灌漑地区のための用水路
1999／4／19

＋＋卜ふ　∵L

小水力発電施設、Dipayal
1994／4／19　柑
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